
個人番号収集・保管・管理及び支払調書作成業務に関する仕様書 

 

 

１．業務名 

個人番号収集・保管・管理及び支払調書作成業務 

 

２．背景・目的 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づき、独立行政法人医薬品医療機器総合機構（以下「機構」という。）が

行う個人番号の収集・保管・管理及び支払調書の作成に係る業務を契約者（以

下「受託者」という。）に委託するものである。 

 

３．用語の定義 

 （１）「個人番号」とは、「行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律」（平成 25年法律第 27号。以下「番号法」という。）

第２条第５項に規定される特定の個人を識別するための番号をいう。 

 （２）「特定個人情報」とは、番号法第２条第８項に規定される、個人番号を

その内容に含む個人情報をいう。 

 

４．業務範囲 

  業務の範囲は、税務署に提出する「報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書」

（以下「支払調書」という。）作成に必要な個人番号の収集とその保管・管理

及び個人番号を付与した支払調書の作成に関する事項とし、その内容の詳細

は次のとおりとする。 

  なお、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地

方公共団体等編）（平成 26 年 12 月 18 日特定個人情報保護委員会）及び「独

立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 59

号）、「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群（平成 26年度版）」

等に従い、適切に個人番号を取扱うものとする。 

 

（１）個人番号の収集 

① 機構が提供する個人番号収集対象者リスト（以下「対象者リスト」と

いう。）に基づき、個人番号収集対象者（以下「収集対象者」という。）

に対し、個人番号の収集を行う。対象者リストは、契約締結後速やかに

機構から提供することとする。なお、収集対象者は随時追加されるので、

対象者リストは随時（毎月１回、上旬を予定）更新して提供する。 

② 収集方法は、第三者が提出される情報に触れることのない仕組みを用

いるものとし、複数の手段を用意することが望ましい。 

③ 個人番号の収集を行うときは、「行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律施行規則」（平成 26年内閣府・総



務省令第 3号）第１条第１項に規定される本人であることを証する書類

の写し等も徴収し、本人からの提供であることを確認すること。 

④ 収集対象者からの個人番号及び②に記す証明書類の徴収方法は、簡易

書留による返信用封筒の郵送又はスマートフォンや PC 等からのデータ

送信による登録のどちらかを収集対象者が選択できるようにする。なお、

その費用は受託者が負担すること。 

⑤ 平成 29 年の支払調書対象者は 1,221 件であった。毎年、１割程度が

入れ替わることが見込まれるため、収集対象者は 122 件程度の見込み。 

⑥ 個人番号の未提出の収集対象者への督促は必ず１回行い、督促の経緯

を記録し、機構に提出すること。なお、督促の種別、方法については任

意とする。 

⑦ 受託者は、収集対象者からの個人番号収集に関する照会に対応できる

体制を構築すること。 

  

⑧ 契約締結後、機構が保管している対象者データ約 1,000件を渡すもの

とする。 

  データには、「管理番号」、「氏名」、「生年月日」、「本人確認の可否、確

認書類種別」、「個人番号確認の可否、確認書類種別」、「個人番号」、「受

取区分」、「個人番号 DB 登録日」、「番号データ納品日」が格納されてい

る。 

 

（２）個人番号を付与した支払調書データの納品 

 機構から個人番号が付与される前の支払調書データ（CSV）を 提供（12

月下旬を予定）するので、受託者はそのデータに契約開始からそれまで

に収集した個人番号を付記して CD-R で機構が指定する日（翌年１月上

旬を予定）までに納品すること。機構が提供する CSVデータの例は別添

のとおり。 

 

（３）特定個人情報の保管・管理 

① 収集した特定個人情報の保管・管理を行うこと。 

② 原則として、収集形態（電子、紙媒体）に関わらず、契約者の環境（た

だし、日本国内に限る）において管理（保管・保存）すること。 

③ 機構から要請があった場合は、復元不可能な状態にして特定個人情報

の破棄を行うこと。 

④ 平成 30 年の支払調書対象者は 1,221 件の見込み。ただし、毎年１割

程度が入れ替わるため、122 件程度を新規保管、122 件程度を破棄する

ことになる。 

⑤ 機構から要請がある場合は、機構からの疑義照会等への対応をおこな

うこと。 

 



５．業務の実施期間 

  契約締結日～平成 31年３月 31日まで 

 

６．セキュリティ要件 

  受託者は、個人情報等が漏えい、滅失又は毀損することなく適切な管理を行

うために組織的・人的・物理的・技術的等の安全管理措置を講じることが必

須となる。「特定個人情報の適切な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・

地方公共団体等編）個人情報保護委員会」を参照し、必要な安全管理措置を

講じること。なお、本業務の再委託先がある場合は、受託者の責任において

その組織における安全管理措置を徹底することが求められるものとする。 

 

 （１）組織的安全管理措置 

特定個人情報等の適切な取扱いのために必要な以下の組織的安全管理

措置を講じること。 

・ 組織体制の整備 

・ 規程等の整備 

・ 運用記録の整備 

・ 取扱状況の確認手段の整備 

・ 情報漏えい等事案の対応体制の整備 

・ 取扱状況の把握及び安全管理措置の評価・見直し 

 

 （２）人的安全管理措置 

特定個人情報等の適切な取扱のために必要な以下の人的安全管理措置

を講じること。 

・ 事務取扱担当者の監督 

・ 事務取扱担当者の教育 

 

 （３）物理的安全管理措置 

特定個人情報等の適切な取扱いのために必要な以下の物理的安全管理

措置を講じること。 

・ 特定個人情報等を取扱う区域の管理 

・ 機器及び電子媒体等の盗難等の防止 

・ 電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止 

・ 個人番号の削除、機器及び電子媒体等の廃棄 

 

（４）技術的安全管理措置 

特定個人情報等の適切な取扱いのために必要な以下の技術的安全管理

措置を講じること。 

・ アクセス制御 

・ アクセス者の識別と認証 



・ 外部からの不正アクセス等の防止 

・ 情報漏えい等の防止 

 

 

７．成果物及び納品物 

 （１）契約後業務開始時までに納品するもの 

① 体制図及び権限や役割等を記載した名簿（体制等に変更が生じた場合

は、変更後のものを再提出すること） 

② 特定個人情報取扱規程等 

③ 組織的安全管理措置、人的安全管理措置、物理的安全管理措置、技術

的安全管理措置の各種安全管理措置の概要 

 （２）機構が求めた場合に提出するもの 

   ① システムログ（データ入力等記録、作業者情報の記録） 

   ② 入退室の記録 

   ③ 入力のためのアクセスログ 

   ④ 報告書（機構より求められた事項に対し、報告書として提出すること） 

 

 （３）契約中に提出するもの 

   ① 収集に関する月次業務実績報告書 

   ② ４．（２）の個人番号付与後の支払調書データ（CSV）入りの CD-R（平

成 31年１月の機構が指定する日（１月上旬を予定）までに適切なもの

であると機構で確認され次第、検収終了とする） 

   ③ 保管に関する年次業務実績報告書 

 

８．応札条件 

一般社団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）の認定するプライバシー

マーク又は、ISMSについて ISO/IEC 27001（JISQ27001）の認証を取得してい

ること。 

 

９．個人情報の保護 

（１）この契約の履行に必要な委託業務の情報を、他の用途に使用してはな

らない。また、この契約の履行により、知り得た情報を第三者に提供し

てはならない。 

（２）受託者は、個人情報への不正アクセス、個人情報の紛失、破壊、改ざ

ん及び漏えいなどの予防並びに是正に関しては、適正かつ合理的な水準

での安全管理体制を維持すること。 

（３）受託者は、個人情報に係る記録媒体を、施錠及び入退室管理の可能な

保管室及び施錠できる保管庫に格納し、適正に管理すること。 

（４）受託者は、本委託業務にかかる特定個人情報を機構の承諾なしに受託

者の事業所の外へ持ち出してはならない。 



 

10．再委託の取扱い 

  受託者は、受託業務の全部又は主要部分を第三者に再委託することはでき

ない。受託業務の一部を再委託する場合は、事前に再委託する業務、再委託先

等を機構に報告して承認を受けること。受託者は、個人情報保護、機密保持に

関して本仕様書が定める受託者の責務を再委託先業者も負うよう必要な処置

を実施し、機構に報告して承認を受けること。 

  なお、第三者に再委託する場合は、その最終的な責任を受託者が負うこと。 

 

11．その他 

（１）機密保持 

    本業務を実施する上で必要とされる機密保持に係る条件は、６．９．10.

のほか、次のとおり。 

① 「秘密保持等に関する誓約書」を別途提出し、これを遵守しなけれ 

ばならない。 

② 機構は必要に応じ、受託者（再委託先を含む）に対し、受託者施設へ

の立入り、必要な書類の閲覧・複写、受託者の役職員への事情聴取など、

本業務の実施状況等について監査・検査の実施及び報告を求めることが

できる。 

③ ②の監査・検査及び報告の結果、受託者の個人情報の安全管理体制の

改善が必要であると判断される場合、機構は受託者に対し、その改善を

要請することができる。 

④ ４．の受託業務期間終了後は、本業務に係る全ての特定個人情報を機

構の求めに従い機構への引渡し及び破棄をすること。 

 

（２）その他留意事項 

    本仕様書に記載のない事項及び疑義が生じた場合には、受託者は機構

と十分協議して、決定することとする。 

 

12．窓口連絡先 

独立行政法人医薬品医療機器総合機構 

財務管理部会計課 平井 正信 

電話 03-3506-9408 

Email  hirai-masanobu@pmda.go.jp 
 


